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瀾滄メコン協力（ＬＭＣ）の水資源ガバナンスによる地域形成 

――スケールとレベルの概念を用いた一考察―― 

 

横 田 将 志  

 

 

要旨 

 本稿は、スケールとレベルの概念を用いて、瀾滄メコン協力（ＬＭＣ）の水資源

ガバナンスが「中・メコン」という地域を形成することを明らかにする。ＬＭＣは、

中国主導の地域協力で、メコン流域諸国（カンボジア、中国、ラオス、ミャンマー、

タイ、ベトナム）が参加する。そこでの水資源ガバナンスは、電力の観点に立脚し

たもので、水資源に係る空間をとらえるウォータースケープ（waterscape）と呼

ばれるスケール上のパワーシェッド（powershed）というレベルに該当する。この

レベルでは、発電箇所と電力消費地が同一空間とされる。メコン河の水資源に由来

する電力は、中国全土にも送電される。このため、ＬＭＣでは、メコン河に基礎を

置いて、中国と他のメコン流域諸国の全体から成る地域が形成されると理解できる。 

 

キーワード：メコン河・メコン地域、中・メコン協力、東南アジアのサブリージョ

ン、ウォータースケープ、パワーシェッド 

 

 

１．はじめに 

 

 瀾滄メコン協力（ＬＭＣ）は、2016 年３

月に発足した中国主導の地域協力メカニズム

で、東南アジア大陸部を貫く国際河川である

メコン河の流域に位置するカンボジア、中国、

ラオス、ミャンマー、タイ、およびベトナム

の６か国が参加する。①政治・安全保障問題、

②経済および持続可能な開発、③社会的・文

化的・人的交流、が協力の三本柱として設定

されているとともに、①コネクティビティー、

②生産キャパシティー、③越境経済協力、④

水資源、⑤農業と貧困削減、の５つが具体的

協力を実施していく優先分野に位置づけられ

ている1)。 

 ＬＭＣという名称とその取り組みは、メコ

ン河流域を対象とした地域協力であることを

想起させるものだといえよう。中国国内を流

れるメコン河上流部は「瀾滄江」（Lancang 

Jian）と呼ばれることから、「瀾滄メコン協

力」という名称はメコン河流域を強く打ち出

す格好となっている。ＬＭＣにおいて具体的

協力を行う優先分野とされた５つの取り組み

うち、もっとも注力され、かつ進展している

ものは、水資源を対象としたガバナンスであ

り、これはメコン河を対象として、その流域

で行われている。 

 ＬＭＣの水資源ガバナンスによってかたち

づくられる地理的範囲は、分水嶺によって線

引きされるメコン河の流域に限定されるもの

なのであろうか。メコン河の水資源を対象と

したガバナンスは、1957 年からメコン委員

会（ＭＣ）において行われるようになり、現

在はその後身に当たるメコン河委員会（ＭＲ

Ｃ）のもとで展開されている。1992 年以降

はアジア開発銀行大メコン圏プログラム（Ａ

ＤＢ－ＧＭＳ）でも実施されてきた。ＭＲＣ

には、カンボジア、ラオス、タイ、およびベ
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トナムの４か国が参加する。ＡＤＢ－ＧＭＳ

は、ＭＲＣに参加している４か国に、ミャン

マー、ならびに中国の雲南省と広西チワン族

自治区を加えた地理的範囲を対象にすると明

示されている。ＭＲＣが扱う空間は「メコン

河下流域」と、ＡＤＢ－ＧＭＳによってカ

バーされる地理的範囲は「大メコン圏」、「大

メコン準地域」、もしくはその英称である

“Greater Mekong Subregion”の頭文字を

とった“ＧＭＳ”と、それぞれ呼称され、メ

コン河を背骨として形成される地域としてと

らえられてきた。 

 本稿では、ＬＭＣの水資源ガバナンスに

よって形成される地域がメコン河流域に限定

されるものではなく、大メコン圏よりも広い、

「中・メコン」という範囲であることを明ら

かにする。その際に、「スケール」（scale）

と「レベル」（level）という概念を分析枠組

みとして用いる。次節では、これら２つがど

のような考え方で、何を明らかにするもので

あるのかを参照し、続く第３節で、水資源を

分析するスケールに「ウォータースケープ」

（waterscape）という概念が存在し、その

上に位置するレベルには「パワーシェッド」

（powershed）と呼ばれる考え方があること

を見ていく。第４節においては、ＬＭＣのイ

ニシアチブを握る中国によるメコン河の水資

源へのアプローチがパワーシェッドという見

方から理解できることを説明したうえで、そ

の観点に立脚すると、ＬＭＣが中国全土と他

のメコン河流域５か国から成る地域を形成す

るものだととらえられることを示す。終節で

は、ＬＭＣの水資源ガバナンスによって形成

される「中・メコン」という地域がマクロな

国際関係において有する意義や役割について

論じることとする。 

 本稿は、ＬＭＣのもとで形成される地域が

「中・メコン」の広がりをもつことを論証す

るものであり、メコン河の水資源によって形

成される地域の範囲をとらえ直す試みに当た

る。参加国とイニシアチブ国の点から、ＬＭ

Ｃは感覚的に「中・メコン」の地理的範囲を

もつととらえられそうだが、スケールとレベ

ルの概念を分析枠組みとして用いることに

よって、その範囲がいかに形成されたのかを

理論的に理解できるようになる。そのため、

本稿における議論は、メコン河の水資源に基

礎を置いた地域形成のプロセスやメカニズム

を解き明かすことに寄与できるものだといえ

よう。 

 

 

２．スケールとレベル 

 

 ある事例を分析する際、スケールとレベル

の問題に取り組むことが重要だと考えられる。

スケールとレベルは、何を研究対象とし、何

を明らかにしようとするのかを明確にする役

割を担う。自然科学の領域では、これらの重

要性が広く理解され、比較的よく定義された

階層的な分析手法が用いられている。その一

方、社会科学の領域では、厳格な定義がなさ

れることなく、バラエティーに富んだスケー

ルとレベルが扱われてきた2)。 

 スケールとは空間や時間といったある現象

を分析する際の次元のことであり、レベルは

スケール上に位置する分析の単位である3)。

行政サービスを分析する際に、空間の１つで

ある地理的範囲をスケールとすると、中央政

府、広域自治体、そして基礎自治体がいずれ

もレベルに当たり、日本であれば、国、都道

府県、ならびに市区町村がそれぞれレベルと

なる。時間をスケールとすることも可能であ

り、その場合には、年、月、日、時などがレ

ベルに該当する（図１）4)。軍隊の階級制度

もスケールとして機能するものであり、そこ

では将、佐、尉、曹、および兵がレベルとな

る。生物学の階級（分類）もスケールであり、

目、科、属、および種がレベルに当たる5)。 

 スケールやレベルの選択は、研究において
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何が重要な物事とされるのかにも影響を与え

る。たとえば、同一の生態系によるプロセス

であったとしても、それを分析するスケール

やレベルが異なると、別のサービスを提供す

るものだと理解されることになる。森林が供

給するサービスは、地理的範囲をスケールと

して分析した場合、ローカルのレベルに着目

すると土砂災害の防止を、より広い範囲に当

たるリージョンのレベルに焦点を当てると木

材の産出を、最も広範なものであるグローバ

ルのレベルに注目してみると二酸化炭素の吸

収を、それぞれ提供するものだと認識される

6)。これを踏まえると、森林が供給するサー

ビスの研究のうち、土砂災害の防止を検証す

るものはローカルのレベルを、木材の産出を

議論するものはリージョンのレベルを、二酸

化炭素の吸収を分析するものはグローバルの

レベルを、各々採用することが求められる。

水資源をはじめとする天然資源に係る研究で

は、対象とする資源がどのように利用されて

いるのかをしっかりと踏まえたうえで、分析

の際のスケールやレベルを選択することが重

要となる。 

 スケールとレベルをめぐる政治では、ロー

カル、ナショナル、そしてグローバルといっ

た地理的範囲に代表される空間の諸スケール

が最も注目されてきたが、時間というスケー

ルも大切である。短期的な関心に基づいた分

析の場合、重要だとされる財やサービスは、

すでに脅かされているものや脅かされるおそ

れの差し迫ったものになる。その一方で、数

十から数百年単位のスパンの結果をもたらす

決定への関心のもとでは、たとえば、カーボ

ン・バランスの変化や生態系喪失の可能性と

コストのほうが重視される7)。 

 スケールとレベルの概念は、事例研究の際

に、対象とする問題領域において、関連諸ア

クターが保有し、発揮できるパワー、ならび

にアクターの意思決定プロセスへのアクセス

の程度を知り得るものとする。アクターは、

当該問題領域に係るスケールとレベルによっ

て支配（control）され、発揮できるパワー

図１ スケールとレベルの概念 

（出典）John Dore and Louis Lebel, “Deliberation and Scale in Mekong Region Water 

Governance,” Environmental Management, Vol. 46, No. 1, 2010, p. 62 より筆者作成。 
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やとり得る行動が規定される。そのため、あ

る資源をめぐって、意思決定や利用のなされ

るスケールや特にレベルに応じて、当該資源

そのものや資源に関する意思決定プロセスへ

のアクセスの状況が変化することになる8)。

スケールとレベルは、アクターによる自己決

定が可能な範囲を決めるものであり、きわめ

て重要なものだといえよう。 

 スケールとレベルの概念を分析枠組みとし

て用いることは、研究対象がもつ重要性やよ

り広汎なコンテクストにおける役割の理解に

も寄与する。スケールとレベルは、ここまで

見てきたように、研究対象や範囲を規定する

とともに、研究目的を明確にする機能をもつ。

研究において、重要とされるものを決める役

割も有している。どのアクターがどの程度の

パワーをもち、研究対象となった当該問題領

域に関する意思決定にどの程度アクセスでき

るのかを知ることも可能とするものである。 

 スケールとレベルを見ることから、当該問

題をめぐる政治的ダイナミクスをとらえるこ

とができるようになると考えられる。ディレ

イニーとライトナー（David Delaney and 

Helga Leitner）によれば、ある空間のス

ケールは、関連諸アクターの理解によって構

築されるとともに、実際に展開される政治

的・経済的プロセスのダイナミクスと対応す

る9)。スケールとレベルは、政治的・経済的

動きを映し出す機能をもったものだと理解で

きる。ドアー（John Dore）らによれば、ア

リーナとは、意思決定がなされる場であり、

あるスケールやレベルに焦点を当てて形成さ

れることもある10)。意思決定の場をめぐる動

きは、まさに政治的なものである。そのよう

な場の形成に当たり、ある特定のスケールと

レベルに焦点が当てられるという。このため、

スケールとレベルの選択は、政治的動きだと

解することができ、それらの概念をとおして

当該問題をめぐる政治的ダイナミクスを捉え

ることが可能になると考えられる。 

 地域形成は、きわめて政治的な動きであり

11)、主に対象となる地理的範囲をめぐって大

きなパワーを有する複数の主権国家間で繰り

広げられる政治的ダイナミクスである。ス

ケールとレベルの概念は、先にも述べたよう

に、研究対象をめぐる政治的ダイナミクスの

理解を促進するものである。したがって、ス

ケールとレベルの概念を用いた分析は、ＬＭ

Ｃの水資源ガバナンスに係る政治的ダイナミ

クスの把握を可能とし、メコン河の水資源に

基礎を置いた地域形成に関する研究を前進さ

せるものだといえよう。 

 

 

３．水資源の分析に係るスケールとレベル 

 

 水資源の利用や開発の分析に当たって、

ウォータースケープという概念をスケールと

して活用できる。これは、水資源がどこで、

誰によって、どのように利用されるのかをと

らえるものであり、ある水資源によってイ

メージされたり境界線が引かれたりする地理

的範囲を指し示す機能をもつ。シンゲドウ

（Eric Swyngedouw）によれば、ウォー

タースケープは、歴史のなかでかたちづくら

れ、特定の政治的・社会的・自然的関係に

よって特徴づけられるものだとされる12)。ヘ

ンセンガース（Oliver Hensengerth）は、

ウォータースケープについて、人工的なもの

であり、水資源がどこで、誰によって、どの

ように使われるのかによって変化し、そのた

めに競合的な側面をもちあわせる概念だと論

じている13)。ウォータースケープが関連諸ア

クターの意思やパワー、行動と無関係に、水

資源がただ存在することに基づいて自然につ

くりだされるものではないということは、

モール（François Molle）らの論考において

も指摘されている。そのなかでは、ウォー

タースケープが関連諸アクター間のパワーの

関係性を反映したものであり、河川そのもの
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による自然的創造物ではないと説明されてい

る14)。これらの議論を踏まえると、ウォー

タースケープは、水資源の利用によって形成

される地域の理解を可能とするものであり、

「流域」という言葉で表される自然的な河川

の集水域と相違する場合もあるということが

見えてくる。 

 同一の水資源であっても、利用するアク

ターや場所、利用目的・方法が異なると、

ウォータースケープは変化し、当該水資源に

基づいてイメージされたり境界線が引かれた

りする地域は相違することになる。ヘンセン

ガースは、地域とは人々が生活・帰属する場

所を中心として空間的に形成される社会的構

成物であり、水資源の利用に係る空間が相違

すると、それぞれ異なる地域アイデンティ

ティーがイメージされると指摘している15)。

１つの地域として理解される地理的範囲は、

ウォータースケープによって変化すると考え

られる。同じ水資源を生態系の視点から眺め

た場合と電力の視点から見た場合では、相違

する空間がイメージされることになる。たと

えば、メコン河の水資源について、生態系の

観点からとらえようとすると、地理学上の

「メコン河流域」という言葉で表現されるメ

コン河本流の集水域と相似の地理的範囲が、

電力の観点に立脚すると、それよりも広範な

空間が、それぞれイメージされる。後者の見

方では、メコン河の水資源に由来する電力の

多くが消費されるバンコクやハノイといった

メコン河流域の外側に位置する大都市も含ま

れる。同じメコン河の水資源を対象としたガ

バナンスであっても、生態系保全を目的とし

たものと電力監理を対象としたものでは、相

違する広さをもつ地理的範囲が扱われること

になる16)。同一の水資源であっても、ガバナ

ンスの狙いによって、ひとまとめとされる地

理的範囲が変化する。この点から、水資源に

基礎を置いて形成される地域は、集水域に

よって所与のものではなく、関連諸アクター

が当該資源の使用に関して有する意図によっ

て線引きされるといえる。 

 水資源は天然資源の１つであるが、そのガ

バナンスにあたっては、すべての関連諸アク

ターによる影響を包摂するに十分な地理的範

囲を想定することが求められる。国連生物多

様性条約のもとでは、コモン財の性質をもっ

た天然資源の管理に関する決定と行動の最適

なスケールとして、すべてのステークホル

ダーによる影響を包摂するに十分な規模を有

することが求められている17)。このなかでは、

「スケール」という言葉が用いられているが、

「影響を包摂するに十分な規模」のうち、空

間に関するものであれば、それは特定の地理

的範囲であり、スケールとレベルの概念にお

いては、空間に係るあるスケール上のレベル

の１つに該当するものとなる18)。したがって、

水資源によって形成される地域の理解を試み

る際には、関連諸アクターによる影響を包摂

するに十分な広さをもったレベルの選択が肝

要となる。 

 電力が作られる地点（発電所）と使われる

地点（電力消費地）を１つの空間としてまと

めてとらえる概念に、パワーシェッドという

ものがあり、これは水資源によって形成され

る地理的範囲を計測するスケールである

ウォータースケープの上に位置するレベルの

１つに当たる。マギー（Darrin Magee）に

よれば、パワーシェッドとは、ウォーター

シェッド（watershed, 集水域）と相似の概

念で、水と同様に動かすことのできる資源で

ある電力が獲得されたり使用されたりする空

間を表し、水力発電を目的としたダムがいか

に水資源を集め、電力に変換し、主要な消費

地へと送電しているのかを参照するものだと

いう19)。ウォーターシェッドは、水資源に

よって線引きされる地理的範囲の１つであり、

ウォータースケープの１つである。パワー

シェッドとして表される空間には、水資源に

由来する電力が作られる地点と使われる地点
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の双方が含まれる。このため、パワーシェッ

ドは、ある水資源が電力を目的として利用さ

れた際にイメージされたり境界線が引かれた

りして出現する地理的範囲をとらえるもので

あり、ウォータースケープの１つだと理解で

きる。加えて、パワーシェッドの概念は、当

該空間をめぐる政治的・経済的パワーの分析

を促進することから20)、水資源に基づいて形

成される地域をめぐる関連諸アクター間の政

治的・経済的パワーの分布状況の把握にも寄

与するものだといえよう。 

 ある水資源が電力の観点に立脚して利用・

開発されている場合、パワーシェッドのレベ

ルにおける分析が求められる。パワーシェッ

ドの概念のもとでは、水資源が集められ電力

へと変換する役割を担うダムの運用状況が遠

く離れた流域外に位置する都市部の電力需要

のパターンによって左右され、結果的にダム

の位置する河川流域の水文や生態系、社会状

況が規定されると考える21)。そのため、分析

対象とする水資源の存在する河川の流域外に

位置するアクターが電力の観点に立脚して当

該水資源を開発・利用した際にイメージされ

たり形成されたりする地域の把握を可能とす

る。このとき、発電所と電力消費地がひとま

とまりの地理的範囲としてとらえられる。Ｌ

ＭＣが電力の観点に立脚してメコン河の水資

源にアプローチしているのであれば、パワー

シェッドの概念における分析が可能となり、

発電所に当たるメコン河流域とその域外に位

置する電力消費地をひとまとまりの地域とし

て認識できるようになる（図２）。 

 

 

４．ＬＭＣにおけるメコン河の水資源へのア

プローチ 

 

 ＬＭＣのイニシアチブを握る最重要アク

ターは中国であり、中国のメコン河の水資源

に対する姿勢がＬＭＣの水資源ガバナンスの

方向性を規定していると考えられる。ＬＭＣ

の設立に向けた動きは、タイが 2012 年に

「瀾滄メコン準地域の持続可能な開発に関す

るイニシアチブ」を提案したことに端を発す

るが、中国がこの提案に好意的反応を示し、

2014 年 11 月に開催された第 17 回中・ＡＳ

ＥＡＮ首脳会合の場で李克強首相が「瀾滄メ

コン協力枠組み」の設立を提案したことに

よって具体化した。中国の支援によって

2015年 12月に開かれた第１回ＬＭＣ外相会

議での協力分野の設定を経て、2016 年３月

の第１回ＬＭＣ首脳会合において、ＬＭＣが

正式に発足することになった22)。中国は、Ｌ

ＭＣに対して多大な財政的支援を行うととも

に23)、ＬＭＣにおける各種取り組みの実施に

おいても主導的役割を果たしている24)。ＬＭ

Ｃの中央事務局機能は北京にあるＬＭＣ中国

事務局が担当し、ＬＭＣのもとでのメコン河

の水資源ガバナンスで中心的役割を担う瀾滄

メコン水資源協力センター（ＬＭＣ水セン

ター）も北京に位置している。加えて、中国

側の人間がそのトップを務めている。これら

の点を踏まえると、ＬＭＣにおけるメコン河

の水資源ガバナンスは、中国の意向に沿った

ものになると考えることが妥当である。 

図２ ウォーターシェッドとパワーシェッ

ドの違い 

（出典）筆者作成。 
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 中国によるメコン河の水資源へのアプロー

チのなかでは、同国の国有電力会社が大きな

役割を担ってきた。瀾滄江と称される中国国

内を流れるメコン河上流部における水資源開

発は、中国水利水電建設集団公司（中国水電）

が立地調査を開始した 1956 年までさかのぼ

ることができる。中国水電は、北京に本部を

置く水力発電所の建設に従事する国営のエン

ジニアリング企業であり、1950 年に設立さ

れた後、1957年から1958年にかけて瀾滄江

の 21 か所を水力発電所の好適地として選定

するとともに、その１つである小湾

（Xiaowan）ダムの開発に係る予備調査を

実施した。中国の国有電力会社が主導する瀾

滄江を対象とした水資源開発計画は、大躍進

運動と文化大革命による政治的・経済的・社

会的混乱を受けて、1960 年代から停滞を余

儀なくされたが、1980 年代の後半になると

徐々に動きを見せるようになり、1988 年に

は曼湾（Manwan）ダムの建設が始まった

25)。瀾滄江部では 2020 年７月までに、上流

側から、烏弄竜（Wunonglong）、里底

（ Lidi ）、黄登（ Huangden ）、大華橋

（Dahuaqiao）、苗尾（Miaowei）、功果橋

（Gongguoquiao）、小湾、曼湾、大朝山

（Daochaoshan）、糯扎渡（Nuozhadu）、

そして景洪（Jinghong）の 11 のダムで運用

が始まっているが（図３）、このような現状

をもたらした瀾滄江における水資源開発の急

速な進展は、2001 年になされた雲南瀾滄水

電開発公司の設立と軌を一にする。中国国内

における瀾滄江での水資源開発に関する権能

は、かつて雲南省瀾滄江統合開発委員会、エ

ネルギー省、ならびに中国エネルギー投資公

司に分散していたが、雲南瀾滄水電開発が設

立されると、同社にすべて移管された。雲南

瀾滄水電開発は、中国の五大電力会社の１つ

で国有企業である中国華能集団の子会社であ

り、2002 年に華能瀾滄江水電開発へと社名

を変更し、現在に至っている26)。瀾滄江にお

ける水資源開発は中国の国有電力会社間の競

争が促進してきたとする指摘もあり27)、この

ことからも中国の国有電力会社がメコン上流

部における水資源開発できわめて大きな役割

を担ってきたことがわかる。 

 中国の国有電力会社は、メコン河下流域の

本流を対象としたダム開発計画も後押しして

きた。メコン下流域における本流ダム開発は、

1950 年代から計画されていたが、ベトナム

戦争やカンボジア紛争に代表される不安定な

インドシナ情勢が続いたあおりを受けて、長

年にわたり日の目を見ず、1990 年代になっ

てようやく前進しはじめた。進み始めた背景

の１つには、中国の国有電力会社の動きが存

在する。メコン河上流域でのダム開発は中国

の国有電力会社によって進められてきたが、

この動きは、ラオス政府をはじめとするメコ

ン河下流域において水力発電を目的としたダ

ム開発を推進していきたい意志をもつ諸アク

ターに開発を行っても当然だとする認識を与

えた。同時に、ダム地点より下流における水

量等の水文状況を変化させ、下流域本流部で

のダム建設が経済的により好ましいと判断さ

れる状況をもたらした。中国の国有電力会社

は、メコン河下流域におけるダム開発計画へ

の投資も行っている28)。これらの取り組みは、

メコン河下流域での水資源開発を推進する環

境を整えるとともに、モメンタムを付与して

きた。 

 メコン河は６か国を流れる国際河川である

が、中国では国際河川の水資源の利用・開発

に当たって、中央政府の承認が必要とされる。

中国は大規模な水力発電所の開発に関して、 

計画承認に至る複雑なプロセスを保持してい

る。開発計画案が示されると、まず、省レベ

ルで計画を進めていくのかが検討される。進

めていくことが決まると、次は、国家発展改

革委員会での事前承認が必要となる。そこで

承認が得られると、電力会社が開発計画の詳

細を作成し、省政府の発展改革委員会に提出
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する。その後、各種委員会において、経済面

や技術面、社会的影響の面から実施可能性が

検討され、可能だと判断されると、省の発展

改革委員会が電力会社に対して開発計画を国

家発展改革委員会に上程する権利を付与する。

これを受けて、電力会社は再度、開発計画を

国家発展改革委員会に提出することになる。

提出されると、事前の省レベルでの審査結果

（出典）Mekong River Commission, “Sub-basins, major rivers and evaluation of the UMB in 

China,” in Mekong River Commission Website, https://www.mrcmekong.org/our-

work/topics/hydropower/, Accessed at August 26, 2021. 

図３ メコン河に位置するダム 
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に基づいて、計画が承認される。開発計画の

規模がきわめて大きい場合や国際河川を対象

とする場合には、国務院もしくは全国人民代

表大会（全人代）での承認が必要とされる29)。

これらの点を踏まえると、中国の国有電力会

社が行ってきたメコン河の水資源開発は、中

国の中央政府の決定に基づくものだと理解で

きる。 

 中国政府が自国の国有電力会社をとおして

メコン河の水資源へのアプローチを強化して

いくようになった背景には、北京や上海、広

州といった大都市や工業地帯が多数位置する

東部における旺盛な電力需要が存在する。中

国は、1980 年代から急速な経済成長と「世

界の工場」化を経験してきた。そのなかで、

瀾滄江流域を含む西部に偏在する豊富な水資

源を開発・利用し、その結果もたらされる電

力を東部へと送電する「西電東送」の実現に

向けた取り組みを行ってきた。これと並行し

て中国政府は、第 10 次５か年計画（2001～

2005 年）で「走去出」戦略（going out 

strategy）を打ち出し、国外の天然資源への

投資を推進するよう姿勢を変化させ、水資源

をはじめとする天然資源や安価な労働力の確

保という観点から低開発国への関与を強化し

ていった。そのようなコンテクストのなかで、

中国政府は、安価な電力と成長する電力市場

へのアクセスをもとめて、カンボジアやラオ

スといったメコン河下流域諸国への進出にも

努めるようになった30)。これらの点を踏まえ

ると、ＬＭＣのイニシアチブをもつ中国政府

は、メコン河流域の外側に位置する東部の大

都市および工業地帯の電力需要を満たす目的

をもってメコン河の水資源にアプローチし、

その役割を国有電力会社に担わせてきたとい

うことができる。 

 中国は、メコン河の水資源から得られた電

力をメコン河下流域諸国に売電することも

行っている。瀾滄江の流れる雲南省は、中国

国内で２番目に大きな水力発電能力をもつ省

である。雲南省政府は、省内の豊富な水資源

を活かして、中国だけでなく、東南アジア大

陸部の「発電所」となることを志向してきた。

省内で水力により発電された電力は、2002

年から隣国であるラオスへ、そして 2013 年

からは国境を接していないタイへも売電され

ることになった。これらの売電に用いられる

電力は、瀾滄江における水資源開発の結果と

して調達可能となったものであり31)、この開

発は中国の国有電力会社によって行われてき

たものであった。 

 ＬＭＣのイニシアチブをもつ中国は電力目

的でメコン河の水資源を開発・利用し、そこ

から得られた電力を中国全土および他のメコ

ン流域諸国へと送電してきたが、電力インフ

ラはネットワークの１つであり、ネットワー

クは新たな空間をつくりだしたり既存の空間

を再構成したりする機能をもつ。地政学では

長年にわたり、ネットワークがいかに新たな

地理的範囲を形成するのかに関心が払われて

きた。たとえば、近代国民国家という地理的

範囲は、国土全体に張り巡らされた鉄道網や

道路網、通信網などによって形成されてきた

と議論されている。メコン河に基礎を置いた

地域形成の動きのなかでＬＭＣに先行するＡ

ＤＢ－ＧＭＳについて、「大メコン準地域」

と命名した新たな地域の形成に向けて、水資

源開発とその結果得られる電力の送電網の整

備をとおして努力するものだとする指摘も存

在する32)。中国の国有電力会社によるメコン

河の水資源開発の結果生み出された電力は、

中国全土を結ぶ送電網を通って、北京や上海、

広州といったメコン河流域から遠く離れた中

国東部の大都市や工業地帯を含む各地で消費

される。加えて、他のメコン河流域諸国にも

売電されることから、流域各国の送電網を経

由して、各国国内で消費されることにもなる。

この結果、中国全土と他のメコン流域諸国が

新たな１つのまとまりのある地理的範囲にな

ると考えられる。 
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 中国によるメコン河の水資源へのアプロー

チによってつくりだされる地理的範囲は、パ

ワーシェッドとしてとらえることができるも

のである。中国政府は、自国の国有電力会社

をとおして、メコン河の水資源を電力の観点

に立脚して開発・利用し、その結果、電力

ネットワークを基礎とする中国全土と他のメ

コン河流域５か国を包摂する新たな空間の形

成に至る。そのなかには、発電が行われる地

点（発電所）とその電力が消費される地点

（電力消費地）が双方とも存在している。パ

ワーシェッドとは、このような電力の作られ

る地点と使われる地点を１つの空間としてま

とめてとらえる概念であった。したがって、

中国のメコン河の水資源へのアプローチに係

るパワーシェッドは、中国全土と他のメコン

流域諸国を１つの空間としてとらえる。その

空間は、メコン河流域だけではなく、ＡＤＢ

－ＧＭＳに係る地理的範囲よりも広いものと

なる（図４）。ＬＭＣにおける水資源ガバナ

ンスが中国の意に沿ったものになると理解で

きることは、先に述べた。これらの点を踏ま

えると、ＬＭＣの水資源ガバナンスは、パ

ワーシェッドの地理的範囲をもち、それは

「中・メコン」といえるものになる。 

 

 

５．おわりに 

 

 ＬＭＣにおける水資源ガバナンスは、

ウォータースケープというスケール上に位置

するパワーシェッドのレベルでとらえると、

「中・メコン」の範囲をもつ地域を形成する

ことが見えてくる。スケールとレベルは、分

析対象のもつ意義に影響を及ぼすことから、

用心深く選定することが求められる。水資源

の利用からイメージされたり形成されたりす

る地理的範囲を把握するためのスケールに

ウォータースケープというものがあり、パ

ワーシェッドはその上にあるレベルの１つで、

電力が作られる場所と使われる場所を１つの

空間として包摂してとらえるものであった。

ＬＭＣにおけるメコン河の水資源へのアプ

ローチは、電力の観点に立脚して行われてい

ると理解可能であることから、パワーシェッ

ドのレベルにおいて分析することができ、そ

の結果、メコン河流域や大メコン圏にとどま

らない、中国全域と他のメコン流域５か国か

ら成る地域を形成するものだと見てとれた。 

 本稿では、スケールとレベルの概念を用い

て、ＬＭＣにおけるメコン河の水資源ガバナ

ンスが「中・メコン」という地域を形成する

ことを明らかにした。ＬＭＣが「中・メコン」

という地理的範囲を対象とすることは、イニ

シアチブ国が中国であること、ならびに中国

と他のメコン流域５か国が参加していること

から、イメージしやすいものであるとも考え

られる一方で、これまで論証されてこなかっ

た。本稿において、ＬＭＣの水資源ガバナン

スが電力の観点に基づいたものであり、その

ために、「中・メコン」という地域を形成す

るということが明らかになったが、このよう

な結果は、メコン河の水資源に基礎を置いた

図４ ＬＭＣとＡＤＢ－ＧＭＳとＭＲＣと 

メコン河流域 

（出典）筆者作成。 
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地域形成についての理解を促進するとともに、

地域形成に係る理論の構築にも寄与できよう。 

「中・メコン」協力としてとらえることをと

おして、ＬＭＣがマクロな国際関係のコンテ

クストで有する意義や役割を理解できるよう

になると考えられる。本稿ではＬＭＣが

「中・メコン」協力であることをスケールと

レベルの概念を用いて明らかにしたが、その

図５ 日中韓３か国とメコン諸国の協力体

制 

（出典）筆者作成。 

図６ 日・メコン協力とＬＭＣの相似性 

（出典）筆者作成。 
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概念は、当該問題をめぐる政治的ダイナミク

スの理解を促進するものであり、ＬＭＣによ

る「中・メコン」という地域の形成がもたら

す政治的影響の理解に寄与する。日本政府が

「日・メコン」協力を、韓国政府が「韓・メ

コン」協力を、それぞれ推進していることと

ＬＭＣをあわせて観察すると、北東アジアの

主要３か国が東南アジア大陸部に位置するメ

コン地域諸国をめぐって相似の枠組みを構築

していることが明確化する（図５）。このう

ち、日・メコン協力は、日・ＡＳＥＡＮ協力

の強化、そして米国とも大いに関係のある

「自由で開かれたインド太平洋」と強く関連

したものである。ＬＭＣのイニシアチブ国で

ある中国は、中・ＡＳＥＡＮ協力の強化に努

めているとともに、一帯一路イニシアチブを

推進している（図６）33 )。このように、

「中・メコン」協力だと把握できたことから、

ＬＭＣが東アジアの安全保障や米中関係と強

く関連したものだと理解できるようにもなり、

マクロな国際関係においてメコン河に基礎を

置いた地域形成がもつ意味や重要性について

の認識が高まっていくことも期待される。 

 

 

付記 

 本稿は、令和３年度八戸学院大学特別研究

費による研究成果の一部である。 
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